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厚生労働大臣

　舛添　要一　　様

全日本自治団体労働組合
　中央執行委員長　岡部　謙治
生活保護の予算及び職員配置の確保に関する緊急要請書

国民生活の安定と福祉の向上に向けた貴職の努力に敬意を表します。

さて、「派遣切り」など急速に進む雇用危機の深刻化の中、失業者をはじめ生活保護受給者が急増しています。特に、派遣社員が大量解雇された企業城下町や都市部では増加が著しく、さらに年度末における大量の派遣切りや非正規切りの影響でさらなる増加が予想されます。

このため、昨年度において各自治体は、補正を組むなどして予算を確保してきましたが、2009年度における受給者の急増への対応に苦慮しています。また、ケ－スワ－カ－の担当ケ－ス数も急増していますが、総務省による定数管理の影響で増員が追いつかず、就労支援、生活支援など自立に向けた支援が十分に展開できない状況となっています。

　　自治体では、財源保障の強化についての要望が強く、地方自治法99条に基づく意見書の提出を行おうとしている地方議会もあります。
　　生活保護制度は雇用施策や社会保障施策の最後のセ－フティネットであり、雇用危機にあって生活保護制度が機能しなければ、国民の生存権自体が脅かされることになります。したがって、ケースワ－カ－をはじめとするヒューマンパワ－及び生活保護の給付に要する費用について、時機を失せず十分な水準が確保されるべきであると考えます。

　つきましては、生活保護受給者の急増に適切に対処するため、次の事項を踏まえて対応されるよう要請します。

記

１．急増する生活保護国庫負担金について、国は財源確保のうえ早期に自治体に交付すること。

２．ケースワ－カ－の十分な配置と事務費を確保するため、地方交付税・基準財政需要額のうち「生活保護費」「社会福祉事務所費」の算定方法を見直し、急増する需要への対応を図るよう、取り組むこと。緊急性の高い2009年度については、特別地方交付税で対応し、定数管理の見直しを早急に実施してケ－スワ－カ－の十分な配置を確保するよう支援すること。
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